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　羽生市長　河　田　晃　明　様

令和５年度羽生市下水道事業会計決算審査

意見書の提出について

　地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和５年度羽生市

下水道事業会計決算について審査を行ったので、次のとおり意見書を提出します。
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　 羽生市監査委員　渡　邉　義　弘

　　　 　同　　　　島　村　　　勉

   ○写  
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１． 審　査　の　対　象 1



１．

２．

３．

４．

(1) 業務の概要

行った。

公営企業法及び関係法令の規定に準拠して作成されており、期間中の経営成績

説明聴取、さらに経営計数の分析を行って審査を実施した。

審査に付された下水道事業の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類は、いずれも地方

の福祉を増進するよう運営されているか等について、関係書類の照合及び関係職員の

令和５年度　羽生市下水道事業会計決算審査意見

令和6年5月31日付、羽下発第99号をもって、羽生市長から審査に付された下水道事

令和６年７月１日から８月６日まで

業の決算報告書、財務諸表及び決算付属書類が関係法令に準拠して作成され、かつ事業の

経営成績及び財政状態を正確に表示しているか、また、経済性を発揮するとともに公共

審 査 の 対 象

審 査 の 期 間

審 査 の 方 法

審 査 の 結 果

令和５年度羽生市下水道事業会計決算、同付属書類及び証書

下水道事業は、昭和50年12月に当初事業認可を取得し、昭和61年4月に一部区域の

供用を開始した。令和5年度末現在の事業認可面積は649.8haで、そのうち整備

　経営面では、収益的収入及び支出において収入1,170,429,062円(税抜額1,108,021,379円)、

及び年度末現在の財政状態を正確に表示し、計数に誤りは無く、適正であると認めら

れた。

　なお、審査の概要及び意見は、次のとおりである。

面積は488ha、管渠延長132,967mとなっている。本年度においては、1,728.5mの管渠布設を

資金228,993,000円及び当年度分損益勘定留保資金134,407,733円で補てんした。

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額42,674,841円、過年度分損益勘定留保

－ １ －

支出1,040,288,013円(税抜額1,020,555,171円)となり、差引純利益は87,466,208円

となった。

支出1,463,573,084円（税抜額1,374,664,106円）となり、不足額406,075,574円は、

また、資本的収入及び支出においては、収入1,057,497,510円（税抜額1,057,497,510円）、



※年度末現在

令和５年度 令和４年度 増　　減 前年度対比

(Ａ) ｋ㎡ ｋ㎡ ｋ㎡ ％

58.64 58.64 0.00 100.0

(Ｂ) 人 人 人

53,757 53,917 △ 160 99.7

人／ｋ㎡ 人／ｋ㎡ 人／ｋ㎡ Ｂ
916.73 919.46 △ 2.73 99.7 Ａ

(Ｃ) ｋ㎡ ｋ㎡ ｋ㎡

6.49 6.49 0.00 100.0

(Ｄ) ｋ㎡ ｋ㎡ ｋ㎡

4.66 4.57 0.09 102.0

(Ｅ) 人 人 人

19,824 19,772 52 100.3

人／ｋ㎡ 人／ｋ㎡ 人／ｋ㎡ Ｅ
4,254.08 4,326.48 △ 72.40 98.3 Ｄ

(Ｆ) 人 人 人

18,040 17,958 82 100.5

％ ％ ポイ
ント Ｆ

33.6 33.3 0.3 － Ｂ

％ ％ ポイ
ント Ｆ

91.0 90.8 0.20 － Ｅ

㎥／日 ㎥／日 ㎥／日

14,600 14,600 0 100.0

(Ｇ) ㎥ ㎥ ㎥

2,678,454 2,738,227 △ 59,773 97.8

㎥ ㎥ ㎥

9,070 8,156 914 111.2

㎥ ㎥ ㎥

7,338 7,502 △ 164 97.8

(Ｈ) ㎥ ㎥ ㎥

2,234,475 2,214,923 19,552 100.9

㎥ ㎥ ㎥

6,122 6,068 54 100.9

％ ％ ポイ
ント Ｈ

83.4 80.9 2.5 － Ｇ

ｍ ｍ ｍ

132,967 131,238 1,729 101.3

円 円 円

125.70 104.33 21.37 120.5

円 円 円

150.00 150.00 0.00 100.0

有 収 率 ×100

年間有収水量

１ 日 平 均
処 理 水 量

１日平均有収水量

１ 日 最 大
処 理 水 量

－ ２ －

１㎥当り

　　〃

処 理 単 価
（ 使 用 料 単 価 ）

汚 水 処 理 原 価

管 渠 延 長

（業務実績表）

総 人 口

処 理 区 域 内
人 口

水 洗 化 人 口

事 業 計 画
処 理 能 力

事業認可面積

面 積

処理区域面積

人 口 密 度

処 理 区 域 内
人 口 密 度

総 人 口 に 対 す る
普 及 率

水 洗 化 率

項　　　　　　目 備　　　　考

年 間 汚 水
処 理 水 量

１日当り

×100

×100



円 円 ％

円 円 ％

(純利益計算表：消費税及び地方消費税抜き)

　※　括弧内の数値は、決算額中に含まれる仮払消費税及び地方消費税の額である。

(0)

　支　出

98,907,174

前年度対比

111.2営 業 費 用

下水道事業費用

営業外費用

109.8

△ 6,473,561

区　　　分 令和５年度 令和４年度

92,628,120
円

増　減　額

(25,731,750)

55,099,547

947,659,893

(22,273,267)

885,879,409

(22,271,914)

(2) 経営の状況

（収益的収支決算比較表）

区　　　分 令和５年度 令和４年度

　収　入

((B)-(A)) (G)959,054,833

(0)

5,752
5,752

　　　地方消費税算出方法　　消費税 × ２２／７８

984,786,583

401,883

677,459,856

89.5

193.8

　　　消費税算出方法　　　　（３条の仮受消費税－３条の仮払消費税－４条の仮払消費税）

194,507

円

(3,029)

281,594,977

(H)-(G)-(I)

特 別 損 失(F)

事 業 費 用事 業 収 益

(A)

営業外収益

営 業 費 用

(D)

営業収益
円

826,420,650

5,752

1,108,021,379

61,101,484

398,854

1,020,555,171

営業外費用

(E)

営 業 損 失
(B)

(C)

特別利益

円

－ ３ －

765,319,166

393,102

87,466,208

営 業 外 利 益
((C)-(D)) (H)

特 別 損 失
((F)-(E)) (I)

(28,088,290)

下水道事業収益

営 業 収 益

増　減　額

円

54,239,609

109,558,915

前年度対比

116.3

本年度純利益

860,740,043

(34,319,393)

1,040,288,013

(25,734,779)

61,573,108

（0）

207,376

(1,353)

(0)

0

　※　括弧内の数値は、決算額中に含まれる仮受消費税及び地方消費税の額、消費税及び地方消費税の額である。

特 別 損 失

特 別 利 益

163,804,276
1,170,429,062

(62,407,683)

309,683,267
121.2

114.6

皆増

営業外収益

1,006,624,786

(49,063,359)

255,443,658

(23,108,844)

751,181,128

(25,954,515)



　　当年度の純利益は、87,466,208円である。

　20,670,400円（主に汚水管渠等調査業務委託料）、ポンプ場費 6,861,575円（主に中継

ポンプ場運転管理業務委託料）、処理場費 218,826,697円（主に水質浄化センター運転

管理業務委託料）、総係費 12,564,694円（主に下水道使用料徴収業務委託料、地方公営

　企業会計システム使用料）、職員給与費 37,650,861円（主に給料、手当）、減価償却費 

　614,708,512円、資産減耗費 47,772,094円である。

営業外費用は 61,101,484円で、内訳は支払利息及び企業債取扱諸費 55,099,547円

　（企業債利息）、雑支出 6,001,937円（消費税及び地方消費税調整額）である。

　　特別損失は 398,854円で、内訳は過年度損益修正損 （下水道使用料過年度還付金等）

　である。

④

⑤

⑥

⑦

⑧

年間有収水量

営業収益 － 受託工事収益

流動負債

当年度未処理欠損金

③　経営成績

　　下水道事業の経済性を評価するため、基本的経営分析を行うと次のとおりである。

１．経営の健全性・効率性

③ 流 動 比 率 (％)
流動資産

×100

50.8 70.8

企業債現在高合計－一般会計負担額

91.1

69.6 83.8

①　事業収益

当年度の事業収益は、消費税を除き 1,108,021,379円（消費税及び地方消費税含み

1,170,429,062円）で、主なものは一般会計負担金 421,344,000円、長期前受金戻入

②　事業費用

事業費用は、消費税を除き 1,020,555,171円（消費税及び地方消費税含み

　1,040,288,013円）である。

このうち、営業活動から生じた営業費用は 959,054,833円で、内訳は管渠費

　269,859,690円、下水道使用料 280,882,977円、一般会計補助金 122,366,000円である。

×100

晴天時一日平均処理水量
×100 52.7

現在処理区域内人口

53.7 52.7
晴天時現在処理能力

66.7

令和５年度

経常収益
×100

（経営指標の概要）

①

②

150.0 150.0 150.0

経 費 回 収 率 (％)
下水道使用料

×100

企 業 債 残 高 対
事 業 規 模 比 率

１ ㎥ 当 た り
汚 水 処 理 原 価

経 常 収 支 比 率 (％) 108.6
経常費用

累積欠損金比率 (％) ×100 0.0

100.0 103.3

0.0 0.0
営業収益－受託工事収益

比　　 率　　 名 算　　　　式

－ ４ －

水 洗 化 率 (％)
現在水洗便所設置済人口

×100 90.3 90.8 91.0

施 設 利 用 率 (％)

令和３年度 令和４年度

(％)

(円)

汚水処理費(公費負担分を除く)

2,214.6 2,010.5 1,656.7

汚水処理費(公費負担分を除く)



償却対象資産の帳簿原価

法定耐用年数を経過した

改善（更新・改良・修繕）

－ ５ －

　数値。

③は当該年度に更新した管渠延長の割合を表す。管渠の更新ペースや状況を把握できる

⑦は施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合を示し、

施設の利用状況、適正規模を判断する指標。類似団体等との比較・分析に用いる数値。

② 管 渠 老 朽 化 率 (％)
管渠延長

①は当該年度の使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益により、維持管理費や

下水道布設延長

②は法定耐用年数を超えた管渠の割合を表し、管渠の老朽化の度合いを示す。

管渠延長
×100

令和５年度

有形固定資産のうち
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

(％) 8.8 12.6 15.8

下水道布設延長

0.0 0.0 0.0

令和３年度 令和４年度

②は営業収益に対する累積欠損金の状況を表す。累積欠損金が発生していない0％である

　ことが求められる。

　使用料以外の収入で賄っていることを示し、使用料水準等を評価することができる。

⑧は処理区域内人口のうち、実際に下水道に接続し汚水処理している人口の割合を表す。

③は短期的な債務に対する支払い能力を表す。1年以内に支払うべき債務に対して支払う

　ことができる現金等がある状況を示す100％以上が必要。

④は使用料収入に対する企業債残高の割合で、企業債残高の大きさを表す。

⑤は使用料で回収すべき経費をどの程度回収しているかを表し、全て使用料で賄えて

いる状況を示す100％以上が必要。100％を下回っている場合は、汚水処理に係る費用を

①は有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表し、資産の

　老朽化の度合いを示す。

支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す。100％以上であることが必要。100％

　未満の場合は、単年度収支が赤字であることを示す。

③ 管 渠 改 善 率 (％)

有形固定資産減価償却累計額
×100

3.33.5 3.4

　公共用水域の水質保全、使用料収入の増加等から100％が望ましい。

⑥は有収水量1㎥当たりの汚水処理に要した費用で、汚水処理に係るコストを表す。

２．老朽化の状況

①

比　　 率　　 名 算　　　　式

×100



（使用料単価及び処理原価表：消費税及び地方消費税抜き）

円 円

(3)　財政の状態

（資本的収支決算比較表：消費税及び地方消費税抜き）

円 円 ％

企 業 債 148.0

他会計出資金 57.9

他会計負担金
及 び 補 助 金

  ―

国 庫 補 助 金 181.3

負 担 金 等 101.8

固 定 資 産
売 却 代 金

―

1,374,664,106
円 円

131.6
％

建 設 改 良 費 895,640,170 161.3

企業債償還金 479,023,936 97.9

493,490,000

△ 10,215,333

0

汚水処理費(公費負担分を除く)

増　減　額

746,123,820 311,373,690

前年度対比

150.00

△ 50.03

150.00

△ 45.67

150.00

令和５年度

150,900,000

－ ６ －

・使用料単価及び汚水処理原価

141.7

△ 61,033,000

465,100,000 314,200,000

円

83,822,000 144,855,000

　当年度の汚水処理に係る使用料単価と処理原価を算出すると、次のとおりである。

令和５年度

円下 水 道 使 用 料

算　　　　　　式 令和３年度

（有収水量１㎥当り）

△ 24.30差　　　　　　　引

区　　　　　分

区　　　　　分

令和４年度

使 用 料 単 価

有 収 水 量
汚 水 処 理 原 価

330,162,220

489,239,269

340,377,553

15,085,510

0

1,044,501,886

555,262,617

0

　収　入

資 本 的 収 入

区　　　　　分

資 本 的 支 出

　支　出

円

104.33

令和４年度

99.97

1,057,497,510

0

272,250,000 221,240,000

14,818,820 266,690

令和５年度 令和４年度 増　減　額 前年度対比

125.70

0 0

有 収 水 量



－ ７ －

　　また、剰余金のうち当年度未処分利益剰余金は 117,813,464円である。

資本は、資本金が 4,110,373,498円、剰余金が 533,175,323円で、合計 4,643,548,821

　資本整備総合交付金 493,490,000円、一般会計出資金 83,822,000円である。

当年度の資本的収入は 1,057,497,510円で、主な内訳は企業債 465,100,000円、社会

資本的支出は、 1,374,664,106 円で、主な内訳は、処理場費 763,500,002 円、

　1,093,792,066円、繰延収益 5,011,232,299円である。

②　財産の評定（消費税及び地方消費税抜き）

　・負債の部

　円となっている。

調整額から 42,674,841円、過年度分損益勘定留保資金から 228,993,000円及び当年度分

　損益勘定留保資金から 134,407,733円の補てんをした。

　企業債償還金 479,023,936円、管渠費 124,790,322円である。

以上、当年度収支（税込み）は、資本的支出額に対し資本的収入額が 406,075,574円の

不足が生じた。この不足する額については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

①　資本的収支（消費税及び地方消費税抜き）

　・資本の部

負債は、総額 10,332,092,641円で、その内容は固定負債 4,227,068,276円、流動負債

　・資産の部

当年度末における資産の総額は 14,975,641,462円で、その内容は有形固定資産

13,978,765,088円、現金預金 892,014,197円、未収金 71,062,177円、前払金 33,800,000

　円である。



－ ８ －

となっており、結果的に、収益的収入が 1,108,021,379円（税抜）、収益的支出が

　令和５年１月使用分から下水道使用料の改定が行われ、営業収益では前年比、21.2％の

増となり、一定の経営改善が図られたが、エネルギー価格や物価高騰、更には急激な円安

今後も、『下水道事業経営戦略』に基づき、さらなる水洗化率の向上を目指し、

下水道事業の経営については、まだまだ厳しい状況が続くことが予想される。

ストックマネジメント計画に基づいた適正な更新事業を実施していくことにより、

将来にわたって安定的な事業を継続していくための更なる効率的で効果的な事業運営を

普及促進により、下水道使用料の増収を図るとともに、施設の老朽化対策については、

望む。

の中での改定であり、家計や企業経営に大きな影響を与えることから、今後も丁寧な

説明や理解と納得が得られるよう懸命な努力が望まれる。

５．む　す　び

収益増に向けた接続率の向上などに努めていく必要があると考える。

公営企業は独立採算を基本としているが、下水道事業では一般会計からの繰入に

頼らざるを得ないのが現状であり、国庫補助金の積極的な活用による施設整備や営業

82人の増である。また、接続人口の割合を示す水洗化率は 91.00％で、前年と

比 較 し 0.17 ポ イ ン ト の 増 と な っ た 。 年 間 処 理 水 量 は 2,678,454 ㎥ で 、

前年度比 59,773㎥の減、年間有収水量は 2,234,475㎥で、前年度比 19,552㎥

0.9％の増となっており、有収率は 83.4%と前年度に比べ 2.5ポイント上がった。

令和５年度の当市の下水道事業は、接続人口が 18,040人で、前年度と比較し

また、１㎥当たりの使用料単価は 125.70円、汚水処理原価は 150.00円である。

決算については、一般会計からの負担金及び補助金の合計額が 543,710,000円

1,020,555,171円（税抜）となり、当年度純利益が 87,466,208円となった。



別表１

別表２

別表３

別表４

別表５

審　　査　　資　　料

－ ９ －

比較損益計算書

比較貸借対照表

経営分析表

下水道事業費用科目別比較一覧表

有収水量１㎥当り原価構成表



金　　額 構成率 金　　額 構成率

円 ％ 円 ％ 円 ％

営 業 費 用 959,054,833 86.6 863,607,495 90.2 95,447,338 111.1

(1)管 渠 費 20,670,400 1.9 22,174,326 2.3 △ 1,503,926 93.2

(2)ポ ン プ 場 費 6,861,575 0.6 5,762,809 0.6 1,098,766 119.1

(3)処 理 場 費 218,826,697 19.8 182,085,754 19.0 36,740,943 120.2

(4)総 係 費 12,564,694 1.1 13,898,414 1.5 △ 1,333,720 90.4

(5)職 員 給 与 費 37,650,861 3.4 32,956,541 3.4 4,694,320 114.2

(6)減 価 償 却 費 614,708,512 55.5 603,077,757 63.0 11,630,755 101.9

(7)資 産 減 耗 費 47,772,094 4.3 3,651,894 0.4 44,120,200 1,308.1

営 業 外 費 用 61,101,484 5.5 63,400,653 6.6 △ 2,299,169 96.4

(1)支払利息及び企
業債 取扱 諸費

55,099,547 5.0 61,573,108 6.4 △ 6,473,561 89.5

(2)雑 支 出 6,001,937 0.5 1,827,545 0.2 4,174,392 328.4

特 別 損 失 398,854 0.0 206,023 0.0 192,831 193.6

(1)固定資産売却損 0 0.0 0 0.0 0 ―

(2)過 年 度 損 益
修 正 損

398,854 0.0 206,023 0.0 192,831 193.6

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

(1)予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

1,020,555,171 92.1 927,214,171 96.8 93,341,000 110.1

87,466,208 7.9 30,347,256 3.2 57,118,952 288.2

1,108,021,379 100.0 957,561,427 100.0 150,459,952 115.7

－ １０ －

借　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
令和５年度 令和４年度

増減額

合　　　　　計

４．

小　　　　　計

当 年 度 純 利 益

１．

増減率

２．

３．

別表１

比較損益計算書
（消費税及び地方消費税抜き）



金　　額 構成率 金　　額 構成率

円 ％ 円 ％ 円 ％

１．営 業 収 益 281,594,977 25.4 232,334,814 24.3 49,260,163 121.2

(1)下 水 道 使 用 料 280,882,977 25.3 231,088,914 24.2 49,794,063 121.5

(2)
そ の 他 の
営 業 収 益

712,000 0.1 1,245,900 0.1 △ 533,900 57.1

営 業 外 収 益 826,420,650 74.6 725,226,613 75.7 101,194,037 114.0

(1)
受 取 利 息 及 び
配 当 金

4,454 0.0 2,624 0.0 1,830 169.7

(2)他 会 計 負 担 金 421,344,000 38.0 363,083,000 37.9 58,261,000 116.0

(3)他 会 計 補 助 金 122,366,000 11.0 122,368,000 12.8 △ 2,000 100.0

(4)国 庫 補 助 金 12,775,000 1.2 0 0.0 12,775,000 皆増

(5)長期前受金戻入 269,859,690 24.4 239,664,792 25.0 30,194,898 112.6

(6)雑 収 益 71,506 0.0 108,197 0.0 △ 36,691 66.1

３．特 別 利 益 5,752 0.0 0 0.0 5,752 皆増

(1)固定資産売却益 0 0.0 0 0.0 0 ―

(2)
過 年 度 損 益
修 正 益

5,752 0.0 0 0.0 5,752 皆増

1,108,021,379 100.0 957,561,427 100.0 150,459,952 115.7

0 0.0 0 0.0 0 ―

1,108,021,379 100.0 957,561,427 100.0 150,459,952 115.7

小　　　　　計

増減率

２．

貸　　　　　　　　　　　　　　　方

科　　　　目
令和５年度 令和４年度

増減額

－ １１ －

当 年 度 純 損 失

合　　　　　計



金　　額 構成率 金　　額 構成率

円 ％ 円 ％ 円 ％

固 定 資 産 13,978,765,088 93.3 13,742,695,518 96.2 236,069,570 101.7

有形 固定 資産 13,978,765,088 93.3 13,742,695,518 96.2 236,069,570 101.7

イ 土 地 1,103,001,141 7.4 1,103,001,141 7.7 0 100.0

ロ 建 物 770,855,185 5.1 815,646,545 5.7 △ 44,791,360 94.5

ハ 構 築 物 9,652,022,071 64.4 9,913,640,675 69.4 △ 261,618,604 97.4

二 機械 及び 装置 2,450,183,403 16.4 1,847,696,329 13.0 602,487,074 132.6

ホ 車 輌 運 搬 具 159,034 0.0 159,034 0.0 0 100.0

ヘ
工 具 器 具
及 び 備 品

2,544,254 0.0 2,047,850 0.0 496,404 124.2

ト 建 設 仮 勘 定 0 0.0 60,503,944 0.4 △ 60,503,944 皆減

流 動 資 産 996,876,374 6.7 536,563,612 3.8 460,312,762 185.8

現 金 預 金 892,014,197 6.0 390,364,243 2.7 501,649,954 228.5

未 収 金 71,062,177 0.5 67,099,369 0.5 3,962,808 105.9

前 払 金 33,800,000 0.2 79,100,000 0.6 △ 45,300,000 42.7

14,975,641,462 100.0 14,279,259,130 100.0 696,382,332 104.9

(1)

(1)

(2)

合　　　　　計

(3)

２．

１．

－ １２ －

別表２

科　　　　目
令和５年度 令和４年度

増減額

比較貸借対照表

借　　　　　　　　　　　　　　　方

増減率

（消費税及び地方消費税抜き）



金　　額 構成率 金　　額 構成率

円 ％ 円 ％ 円 ％

固 定 負 債 4,227,068,276 28.2 4,233,436,518 29.6 △ 6,368,242 99.8

企 業 債 4,227,068,276 28.2 4,233,436,518 29.6 △ 6,368,242 99.8

流 動 負 債 1,093,792,066 7.3 757,721,389 5.3 336,070,677 144.4

企 業 債 471,468,242 3.2 479,023,936 3.4 △ 7,555,694 98.4

未 払 金 618,433,600 4.1 257,470,621 1.8 360,962,979 240.2

前 受 金 0 0.0 17,655,000 0.1 △ 17,655,000 皆減

引 当 金 3,790,224 0.0 3,471,832 0.0 318,392 109.2

そ の 他
流 動 負 債

100,000 0.0 100,000 0.0 0 100.0

繰 延 収 益 5,011,232,299 33.5 4,815,840,610 33.7 195,391,689 104.1

長 期 前 受 金 5,931,036,719 39.6 5,529,534,434 38.7 401,502,285 107.3

長 期 前 受 金
収益化累計額

△ 919,804,420 △ 6.1 △ 713,693,824 △ 5.0 △ 206,110,596 128.9

資 本 金 4,110,373,498 27.4 4,026,551,498 28.2 83,822,000 102.1

資 本 金 4,110,373,498 27.4 4,026,551,498 28.2 83,822,000 102.1

剰 余 金 533,175,323 3.6 445,709,115 3.2 87,466,208 119.6

資 本 剰 余 金 415,361,859 2.8 415,361,859 3.0 0 100.0

国 庫 県 費
補 助 金

336,606,000 2.3 336,606,000 2.4 0 100.0

工 事 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 ―

受 贈 財 産
評 価 額

0 0.0 0 0.0 0 ―

他会計補助金 78,755,859 0.5 78,755,859 0.6 0 100.0

利 益 剰 余 金 117,813,464 0.8 30,347,256 0.2 87,466,208 388.2

当年度未処分
利 益 剰 余 金

117,813,464 0.8 30,347,256 0.2 87,466,208 388.2

14,975,641,462 100.0 14,279,259,130 100.0 696,382,332 104.9

(2)

(3)

(5)

３.

(1)

４.

(1)

(2)

５．

(4)

６．

ロ

７．

(1)

(1)

(1)

イ

－ １３ －

(2)

ハ

ニ

合　　　　　計

イ

貸　　　　　　　　　　　　　　　方

増減額科　　　　目
令和５年度 令和４年度

増減率



別表３

経営分析表

令和３年度 令和４年度 令和５年度

％ ％ ％

97.8 96.2 93.3

流動資産
総 資 産

固定負債
総 資 本

流動負債
総 資 本

自己資本
総 資 本

固定資産
自己資本

流動資産
流動負債

流動負債

負　　債
自己資本

固定負債
自己資本

流動負債
自己資本

152.1 148.0

2.2 3.8 6.7

31.3 29.6 28.2

4.4 5.3 7.3

64.3 65.0 64.5

×100

(回)

(回)

(回)

×100

×100

×100

平均固定資産

営業収益

(回)

固 定 資 産

現金預金

×100
現金預金＋未収金

(回)

(回)

－ １４ －

平均未収金

×100

×100

×100

×100

×100

平均流動資産

本年度支出額
平均現金預金

営業収益

流 動 負 債

営業収益
平均総資本

営業収益

×100

×100

×100

3.4 1.6

0.0 0.0

0.0 0.0

0.0

5.9 4.4 4.1

0.0 0.0 0.0

0.9 0.5 0.4

6.5

45.6 43.8

6.9 8.2 11.3

25.6 51.5 81.6

108.0 105.6 107.0

15.

16.

17.

18.

19.

総 資 本 回 転 率

流 動 負 債 比 率

102.3

48.8

当 座 比 率

現 金 預 金 比 率

負 債 比 率

固 定 負 債 比 率

0.0

12.

13.

50.8

32.0

回
　
　
　
転
　
　
　
率

構
　
成
　
比
　
率

財
　
　
　
務
　
　
　
比
　
　
　
率

  固定資産
総　資　産

自己資本＋固定負債

営業収益
平均自己資本

1.

2.

3.

4.

5.

固定資産構成比率

流動資産構成比率

固定負債構成比率

流動負債構成比率

自己資本構成比率

自己資本回転率

固定資産回転率

流動資産回転率

現金預金回転率

未 収 金 回 転 率

14.

固 定 比 率

固定長期適合率

流 動 比 率

7.

8.

9.

10.

11.

算　　出　　基　　礎

101.6 100.7

144.8

70.8 91.1

60.4 88.0

分　 析 　項 　目

6.



令和３年度 令和４年度 令和５年度

％ ％ ％

4.6 4.6 4.6

総 収 益
総 費 用

営業収益
営業費用

営業利益
営業収益

支払利息
負債

＝

＝ 固定負債 ＋ 流動負債 ＋ 繰延収益

＝ 資本 ＋ 負債

＝ 資本金 ＋ 剰余金 ＋ 繰延収益

＝ (期首総資本 ＋ 期末総資本) × 1/2

＝ 営業費用 ＋ 営業外費用 ＋ 特別損失

＝ 営業収益 ＋ 営業外収益 ＋ 特別利益

＝ (期首自己資本 ＋ 期末自己資本) × 1/2

＝ (期首固定資産 ＋ 期末固定資産）× 1/2

＝ (期首流動資産 ＋ 期末流動資産）× 1/2

＝ (期首現金預金 ＋ 期末現金預金）× 1/2

＝ (期首未収金 ＋ 期末未収金）× 1/2

平均総資本
0.6

自 己 資 本

減 価 償 却 率

負 債

総 資 本

平均固定資産

平均流動資産

平均現金預金

そ
の
他 28.

償 還 財 源 比 率

×100

総 収 益

△ 271.7△ 285.1

固定資産 ＋ 流動資産 

△ 240.6

減価償却費－
　長期前受金戻入＋

企業債償還額対

　　当年度純利益

26.

―

分　 析 　項 　目

総 資 本 利 益 率

自己資本利益率

21.

20.

純 利 益 対

総 収 支 比 率

収
　
　
　
　
益
　
　
　
　
率

－ １５ －

×100

平均自己資本

利 子 負 担 率

総 費 用

×1000.7 0.6

平均総資本

総 資 産

企業債償還額
124.2 110.8

総 収 益

0.5

平 均 未 収 金

27.

―

133.4

22.

23.

24.

25.

100.0

総 収 益 比 率

営 業 利 益 対

26.0
営 業 収 益 対

営 業 収 益 比 率

営 業 費 用 比 率

算　　出　　基　　礎

29.4

7.9

0.2

当年度減価償却費

0.0 3.2

103.3

0.9 ×100

108.6 ×100

×100

26.9 ×100

当年度純利益

×100

当年度純利益
平均自己資本

0.3

×100

期末償却資産＋
当年度減価償却費

当年度純利益



金　　額 構成率 金　　額 構成率

円 ％ 円 ％ 円 ％

35,386,989 3.4 30,874,517 3.4 4,512,472 114.6

直 接 人 件 費 29,465,630 2.9 25,703,837 2.8 3,761,793 114.6

報 酬 35,500 0.0 25,000 0.0 10,500 142.0

給 料 17,414,400 1.7 15,156,753 1.6 2,257,647 114.9

手 当 9,235,627 0.9 8,257,700 0.9 977,927 111.8

賞与引当金繰入額 2,780,103 0.3 2,264,384 0.3 515,719 122.8

間 接 人 件 費 5,921,359 0.5 5,170,680 0.6 750,679 114.5

賃 金 0 0.0 0 0.0 0 ―

法 定 福 利 費 5,440,560 0.5 4,744,539 0.5 696,021 114.7

法定福利費引当
金 繰 入 額

480,799 0.0 426,141 0.1 54,658 112.8

その 他の 経費 985,168,182 96.6 896,339,654 96.6 88,828,528 109.9

旅 費 15,643 0.0 0 0.0 15,643 皆増

報 償 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

被 服 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

備 消 品 費 485,103 0.1 423,568 0.1 61,535 114.5

燃 料 費 534,463 0.1 516,333 0.1 18,130 103.5

光 熱 水 費 28,131,396 2.8 36,666,471 4.0 △ 8,535,075 76.7

食 糧 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

印 刷 製 本 費 40,000 0.0 0 0.0 40,000 皆増

通 信 運 搬 費 512,282 0.1 547,594 0.1 △ 35,312 93.6

手 数 料 153,032 0.0 148,500 0.0 4,532 103.1

委 託 料 209,234,742 20.5 154,044,902 16.6 55,189,840 135.8

使 用 料 2,040,410 0.2 2,018,211 0.2 22,199 101.1

修 繕 費 11,303,030 1.1 23,675,980 2.6 △ 12,372,950 47.7

補 償 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

賃 借 料 65,831 0.0 71,172 0.0 △ 5,341 92.5

－ １６ －

１．人 件 費

下水道事業費用科目別比較一覧表

２．

(1)

(2)

別表４

科　　　　目
令和４年度

増減額 増減率
令和５年度



金　　額 構成率 金　　額 構成率

円 ％ 円 ％ 円 ％

0 0.0 0 0.0 0 ―

薬 品 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

材 料 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

路 面 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

保 険 料 399,347 0.0 381,363 0.0 17,984 104.7

厚 生 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

負 担 金 7,367,089 0.7 6,850,396 0.7 516,693 107.5

補 助 金 0 0.0 0 0.0 0 ―

交 付 金 502,790 0.1 291,250 0.0 211,540 172.6

公 課 費 0 0.0 37,400 0.0 △ 37,400 皆減

雑 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

貸倒引当金繰入額 402,080 0.0 330,187 0.0 71,893 121.8

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

614,708,512 60.2 603,077,757 65.0 11,630,755 101.9

固定資産除却費 47,772,094 4.7 3,651,894 0.4 44,120,200 1,308.1

企 業 債 利 息 55,099,547 5.4 61,573,108 6.6 △ 6,473,561 89.5

借 入 金 利 息 0 0.0 0 0.0 0 ―

雑 支 出 6,001,937 0.6 1,827,545 0.2 4,174,392 328.4

固定資産売却損 0 0.0 0 0.0 0 ―

減 損 損 失 0 0.0 0 0.0 0 ―

過 年 度
損 益 修 正 損

398,854 0.0 206,023 0.0 192,831 193.6

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 ―

合 計 1,020,555,171 100.0 927,214,171 100.0 93,341,000 110.1

動 力 費

令和４年度
増減額 増減率科　　　　目

令和５年度

－ １７ －



管 渠 費
円

6.09
％ 円

6.59
％

ポ ン プ 場 費 2.05 1.73

処 理 場 費 54.27 54.09

総 係 費 3.75 4.19

職 員 給 与 費 10.09 9.92

減 価 償 却 費 21.89 21.83

資 産 減 耗 費 1.27 1.10

支 払 利 息 0.00 0.00

雑 支 出 0.60 0.55

合　　　計 100.0 100.0

1.91 1.65

構　成　率

9.13 9.89

14.88

32.83 32.74

6.28

3.07 2.60

81.41 81.14

5.62

15.13

0.00 0.00

0.90 0.82

－ １８ －

150.00 150.00

別表５

　　有収水量１㎥当り原価構成表

１㎥当り金額 構　成　率 １㎥当り金額

科　　　目

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度




